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　中国は2001年11月にWTOに加盟し，その加盟後の食糧市場自由化の第一歩として，2002～2004年
の3年間において「食糧輸入関税割当制度」を実施した。その制度に基づいて中国政府は，年間2，000
万トン前後の食糧（米，小麦，トウモロコシを含む）を1％の低関税で輸入許可を出さなければならない。
ちなみに，1985～2001年の17年間における中国のこの3品目の年平均輸入量は279．8万トンである。ま
た政府は，「食糧輸入関税割当制度」を実施すると同時に①国内農業保護水準を農業生産総額の8．5％以
内に抑える，②輸出補助金をゼロにする，③輸入関税割当制度実施後，民間会社の参入促進，割当枠の
配分プロセスの透明性強化など，穀物市場の開放措置もスタートさせなければならない。それゆえ，WTO
加盟後の中国食糧生産部門に対しては，悲観的な見方が多い。大量の輸入穀物が中国の食糧生産部門に
大きな打撃を与えることが懸念されることから，中国政府は農業保護政策や貿易制度を約束通りに改正
するのか，世界の注目を集めている。
　本稿の目的は，WTO加盟後の「食糧輸入関税割当制度」下において，中国の食糧生産及び貿易に生じ
た変化を明らかにすることにある。具体的に①WTOの規定に照らして，中国政府は2001年に調印した
『中華人民共和国加入議定書』（以下「議定書」）通りに食糧貿易制度を変えたかを考察する，②年度別，
品目別に食糧の輸出入の実態を把握する，③その貿易実績を分析し，背景要因を明らかにする，④食糧
生産促進における中国政府の最新の政策措置及びその動向等を明らかにする，というものである。
　また，本稿では現地調査で得た情報に基づいて，WTO加盟初年度の2002年，2003年及び2004年の
最新なデータ・資料を利用し，WTO加盟の影響を実証分析する。
一　食糧貿易制度の改正
1　「議定書」の規定
「議定書」における食糧貿易制度の改正合意は，①輸入関税割当制度の実施，②民間会社の参入，
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③輸出補助金の廃止，という3点が柱となっている。
　社会主義中国におけるかつての対外貿易は，計画経済の性格に規定され，原則として計画的管理貿易
であった。改革・開放後，経済体制全体が市場経済へと移行すると同時に，中国政府は貿易計画の簡素
化を推進し，多くの品目を計画管理から外して市場の需要に任せるようにした。しかし，食糧は民生に
特別な重要性を持っことから，政府は米，小麦，トウモロコシ，大豆を重要貿易品目とし，それらの輸
出入を国有貿易会社の中糧総公司に独占させて許可証制度をもって管理してきた。
　WTOの「農業協定」の原則は非関税措置の撤廃を義務付けているが，過渡期の措置として，1986～88
年の基準期間における国内外の価格格差を関税に換算し，国内市場保護の非関税措置の関税化が実施で
きるとしている。しかし中国の場合，基準期間において食糧の国内価格が国際価格よりも低かったため，
非関税措置を撤廃しても高い関税率を設定できないことになっている。そこで「議定書」では，国家貿
易や計画管理という非関税措置によってコントロールしてきた食糧貿易管理制度が，輸入関税割当制度
に移行できるよう合意されていた。輸入関税割当制度とは，一定量の輸入食糧に低い関税率を設定し，
それを超える輸入量には高い関税率を設定する制度である。この制度の狙いは，市場開放を求めると同
時に当該国内分野に輸入品による致命的な打撃を与えないことにある。表1に示されているように，WTO
加盟初年度の2002年には，中国は1％の関税率で1830．8万トンの食糧を輸入する枠を課せられている。
これは中国の年間食糧消費量の約4％に相当する。その低関税輸入枠は年々拡大し，2004年には2188．6
万トンになっていた。また低関税輸入の割当枠を越えて輸入した食糧に71％（2002年）から65％（2004
年）の高関税を課されることとなっていた。
　　　　　　　　　　　表1　中国の食糧輸入関税割当制度（2002～2004年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万トン）
2002年 2004年
関　税
?沫ﾊ
枠　内
ﾖ税率
枠　外
ﾖ税率
民　間
z分率
関　税
?沫ﾊ
枠　内
ﾖ税率
枠　外
ﾖ税率
民　間
z分率
小　麦 846．8 1％ 71％ 10％ 936．6 1％ 65％ 10％
米 399．0 1％ 71％ 50％ 532．0 1％ 65％ 50％
トウモロコシ 585．0 1％ 71％ 32％ 720．0 1％ 65％ 40％
合　計 1830．8 2188．6
資料　何柄生等『WTO与中国農業』中国農業出版社　2002年，76－77頁から作成。
　WTOの「農業協定」によれば，完全関税化された後はさらに関税率の削減が求められる。このよう
に，これまで基本的に国家貿易，計画管理といった非関税措置によってコントロールしてきた中国の食
糧貿易管理制度は，先ず輸入関税割当制度の実施，次に低関税輸入枠の拡大，そして低関税輸入制度の
確立，といったプロセスで食糧市場の完全開放に到達するシナリオになっているのである。
　さらに，輸入関税割当制度の透明性と民間企業参入の促進を強化するために，「議定書」は，WTO加
盟後には，トウモロコシの低関税輸入割当量の50％，小麦の10％，米の50％を民間の貿易会社に配分し
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なければならないと明文化している。これは，国家のコントロールを受けない民間会社の参入による真
の市場開放を求める狙いである。
　政府の関与を最小限に制限し，輸入量を確実に増加させていくために，　「議定書」は低関税輸入割当
枠の配分方法，対象，数量及び再配分等について次のように詳しく規定している。
　①農産物の低関税輸入割当枠の配分管理者は中国国家発展計画委員会である。
　②割当輸入枠の申請資格を有するものは最終実需者（end　users）であり，貿易会社ではない。
　③配分方法としては先着順と実績評価の2種類ある。国家発展計画委員会は申請開始の1ヶ月前（9月
　　15日以前）に，割当輸入枠取得業者の資格に関する規定を政府系の刊行物に公表する。申請期間は
　　10月15日～30日の問で，10日間（休日，祭日を除く）以内に審査結果を通知する。毎年の1A1
　　日以前に全部の配分作業を終了する。
　④実際の輸入作業は貿易会社によって行なう。第1年目（2002年）に，少なくとも国有貿易会社に
　　配分する輸入量の10％相当枠を新規参入者に配分しなければならない。また，民間貿易会社も同様，
　　配分された輸入量の10％を新規参入者に配分しなければならない。その対象は合弁企業，外資企業
　　及び民間企業等，特別な優遇条件や専売権を持たない企業に限る。また，国有貿易会社に輸入作業
　　を委託したにもかかわらず，8月15日になっても外国との輸入契約を締結していない場合，その割
　　当輸入枠の取得業者は他の対外貿易経営権を持つ会社を通じて輸入することができる。
　⑤割当枠の再配分が毎年9月に行なわれる。割当枠の取得者は，9月15日以前に取得した割当量相
　　当の輸入契約を締結していなければ，未利用部分として国家発展計画委員会に返還しなければなら
　　ない。再配分の割当輸入枠の申請期間は9月1～15日の間である。国家発展計画委員会は，10月1
　　日にその未利用の輸入枠を先着順で新規参入者あるいは取得した輸入枠を全部利用した業者に再配
　　分する。
　⑥割当枠の利用状況による奨励と処罰の方法を設ける。先着順の方法を採らない場合，割当輸入枠
　　の取得業者は，次の年度に取得できる割当輸入量が前年度の実際輸入量を下回ることはない。しか
　　し，前年度に取得した枠が全部利用できず，またその未利用部分を返還せずにいる業者に対し，次
　　年度の配分量はその比率で減少される。2年連続で，取得した輸入枠の一部を残し，未利用部分を返
　　還した業者に対しては，前年度の実績によって今年度の取得枠を決め，しかも再配分に参加できな
　　い（他の申請者がいない場合を除く）。
　2。　中国政府の実施状況
　「議定書」に指定された農産物の輸入関税割当枠の配分管理者である中国国家発展計画委員会は，中
国政府の『農産物輸入関税割当の管理における暫定方法』（農産品進口関税配額管理暫行弁法）に基づき，
2002年2月7日に『2002年重要農産物輸入関税割当量，申請条件及び配分原則について』（『2002年重要
農産品進口関税配額数量，申請条件和分配原則』）の政令を作成し，当該委員会の2002年度公告第1号
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として全国に発令した1。
　その第1条は，「議定書」に定められた輸入関税割当の枠を品目別，国有貿易会社と民間貿易会社別に
そのパーセンテージを明記した。
　第2条は，輸入関税割当枠をA類とB類に分類し一A類は一般貿易輸入割当，B類は保税区などの輸
出加工区による輸入一後者は輸入関税割当許可書の申請を免除されるとしている。
　第3条は，輸入関税割当枠の申請者の資格を，輸入品目別に詳しく規定した。例えば，輸入小麦の申
請者は，2001年に輸入貿易の実績があり，1日当たりの小麦加工能力は400万トン以上の企業とされて
いる。
　第4条は，割当枠の配分原則を定めている。即ち，輸入割当枠は前年度の輸入実績，加工能力および
生産，輸入，販売あるいは国際市場へのサービス提供の経験と能力により配分する。
　第5，6条は申請方法と締切日などを明記している。
　こうした政令により輸入関税割当制度が2002年度から確実に中国で実施され始めたわけである。
　割当枠の再配分は，「議定書」の規定通り，毎年9月に行なわれている。2003年に国家発展改革委員会
（その前身は国家発展計画委員会）及び商務部の連名で発令された『2003年重要農産品輸入関税割当枠
の再配分に関する公告』（『関子2003年重要農産品進口関税配額再分配公告』）2によると，割当枠の取得
者は，12月31日までに取得した割当枠相当量の輸入が契約できない場合，あるいは輸入契約を結んだも
のの，年末までに輸入先から出港する見込みのない場合には，未利用の部分として9月15日以前に企業
所在地の省の発展改革委員会に返還しなければならない。また返還しなかった企業に対しては，2004年
の配分時にその配分量を未利用分の比率で削減する，としている。さらに，再配分の割当輸入枠の申請
期間は9月1～15日の間とし，申請する業者は所在地の省の発展改革委員会に申請手続きを行うとして
いる。そして再配分の結果は国家発展改革委員会及び商務部により9月30日までに業者に通知すると明
記されている。
　こうして，輸入関税割当制度の実施によって，これまで食糧貿易に存在していた国有独占体制が打破
され，民間業者の参入や貿易制度の透明性が強化されることになった。
　また中国政府は，輸出補助金をゼロにする「議定書」の合意に基づいて，それまで供与していた輸出補
助金を取り止めた。例えば，WTO加盟前の2000年と2001年に，中国政府は輸出トウモロコシにそれぞれ
トン当たり368元と418元の補助金を供与していたが，WTO加盟後はその輸出補助金の供与を停止した。
　世界貿易機構は，2002年9月と2003年9月の二度にわたって中国の「議定書」に関する実行状況につ
いて審議を行い，中国が「議定書」を履行するために多大な努力と積極的な姿勢を示している，と高く
評価した3。
1中華人民共和国国家発展計画委員会公告2002年第1号、2002年2月7日公表、2月10日実行。
http：／／www．　agri．　gov．　cn／zta1／WTO／1anmu
2http：／／www．　agri．gov。　cn／zcfg　2003年8月20日
3中国社会科学院農村発展研究所、国家統計局農村社会経済調査総隊『2003～2004年中国農村経済形勢分析与予測』社
会科学文献出版社　2004年p108。
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二　WTO加盟後における食糧貿易の実態と背景
　1．　輸入関税割当制度下の輸出入実績
　中国でいう食糧には米，小麦，トウモロコシ，大豆，その他の雑穀，イモ類（ただし重量は5分の1
で換算）が含まれている。大豆は国際貿易統計上，油料に分類されていて食糧としない国が多いため，
近年国際社会の分類に従って，中国も国際貿易統計上米，小麦，トウモロコシ及び雑穀を穀物及びその
粉に，大豆を食用油料に分類している。今回の輸入関税割当制度は米，小麦及びトウモロコシについて
実施されており，本文もこの3品目を中心に論じたい。
　上述のように，中国政府は「議定書」とおりに輸入関税割当制度を導入しているので，その制度によ
り世界各国からわずか1％の関税率で1，830，8万トン（2002年）の穀物が中国市場に輸出ができること
になっている。またその枠は年々拡大し，2004年には2，188．6万トンに達すると定められている。この
量は中国の年平均輸入量279．8万トン（1985～2001年）をはるかに超えている。その上に1990年代後半
から中国の穀物国内価格が国際価格を上回るようになったため，食糧生産分野が「WTO加盟の被害者」
になると多数の学者や関係者が予測した。筆者も2002年5月に「WTO加盟後の中国の食糧貿易」と題
した論文を発表し，国内外価格の比較，比較優位係数の算出，生産規模効果及び米中食糧生産コストの
比較などの分析に基づいて，「貿易自由化の流れの中で，いかに輸入急増を防ぎ，国内食糧生産を維持し
ていくのか，中国にとって大きな課題となる」と輸入急増への懸念を示しだ。
表2　中国穀物貿易の推移
（単位：万トン）
輸　　　出 輸　　　入
年　　次
総量 米
トウモ　　　、ロコン
小麦 総量 米
トウモ　　　1ロコソ
小麦
純輸出入量
1995 64 6 12 23 2040 165 526 1163 一1976
20001378 296 1048 19 315 25 0．3 92 ＋1063
2001876 187 600 71 344 29 4．0 74 ＋532
20021482 199 1168 98 285 24 0．8 63 ＋1197
20032200 262 1639 251 209 26 0．1 45 ＋1992
2004480 91 232 108 975 77 0．3 726 一496
2005．1－6573 41 493 26 436 22 0．0 277 ＋137
資料出典中国農業部「農業及農村基本情況」　－2005．8．23
　　　　2005年の数字は中国農業部「2005年上半年我国農産品進出口情況」－2005．8．29による。
注　純輸出入量にっいては，一は純輸入，＋は純輸出を示す。
しかし，実際の状況はそれらの懸念を払拭するような形になっている。表2が示しているように，WTO
4王楽平「WTO加盟後の中国食糧貿易」『中国研究月報』651号　2002月5月pp．　23－41。
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加盟後の2002年と2003年における中国穀物貿易には輸入急増が発生しなかっただけではなく，逆に輸
出増加と輸入減少で1，000万トン以上の純輸出（輸出量が輸入量を上回る状態）が続いたのである。ま
た2004年に輸入が約1，000万トンに増大したが，それは低関税輸入枠の半分にも達していなかったため，
国内市場に衝撃を与えるほどのものではなかった。
　年度別に見ると，WTO加盟初年度の2002年の輸入量は285万トンで，前の年より59万トンの減とな
り，その減少率は17．2％であった。輸出量は1，482万トンに達し，WTO加盟前の2001年と比べ606万
トン増の69．・2％もの増加率を記録した。その結果，2002年に中国は穀物純輸出国となり，その純輸出量
は1，　197万トンに達し，前年度と比べ倍増した。これを金額ベースで見ると，2002年の穀物輸出額は17．2
億ドルで，前の年より56％増加し，穀物輸入額は5億ドルで，前年より22％減少となった。こうして穀
物貿易は12．3億ドルの黒字となり，前年に比べて162％の増加となった5。
　こうした輸出増加の勢いは2003年に入っても止まらず，前年よりさらに718万トン増加し，48．5％の
高い増加率を維持した。それとは逆に，輸入量は209万トンと前年よりさらに85万トン減少し，その減
少率は29．8％と拡大した。その結果，2003年の純輸出量は1，192万トンに増加し，その増加率は66．3％
にも及んだ。金額ベースでみると，2003年の穀物輸出額は26億7，146万ドルで，輸入額は4億5，789万
ドルであり，穀物貿易による貿易黒字は22億1，　357万ドルに上っている。
　しかしながら，2004年に入ると，このような純輸出の局面に変化が生じた。2004年の穀物輸入は975
万トンに跳ね上がり，前年度の4．7倍に増加した。輸出は480万トンで，前年比78．2％減となった。そ
の結果，中国は穀物の純輸出国から純輸入国に転じ，その純輸入量は496万トンとなった6。穀物部門の
貿易赤字は，農産物貿易全体を黒字から赤字に転じさせた主な要因となり，2004年中国農産物貿易には
55億ドルの赤字が生じたのである。心配されていたWTO加盟の衝撃が表われたのか，と中国の食糧安
全保障に対する懸念が再燃した。しかし，2005年前半の貿易実績をみると，それは一時的な市場調整に
過ぎず，WTO加盟の影響によるものではないと考えられるようになっている。2005年1～6月までの統
計によると，穀物輸入は436万トンで，輸出は573万トンであり，純輸出量は137万トンとなっており，
中国は2005年に再び穀物純輸出国に復帰する見込みである。
　ところで，穀物の輸出地域は東北地域に集中している。2002年の遼寧，吉林及び黒龍江の東北3省の
穀物輸出量は1，056万トンであり，全国穀物輸出量の71．4％を占めた。品目別にその地域の輸出量の全
国輸出総量に占める割合を見ると，トウモロコシは966万トンで82．7％，小麦は45万トンで45．8％，
米は46万トンで23．　0％，となっている。
　次に，品目別に2002～04年までの輸出入状況を見てみよう。トウモロコシの輸出量と小麦の輸入量の
変化は中国の穀物貿易全体に大きく影響している。
　1）トウモロコシ
　1980年以前にはトウモロヲシは中国の国際貿易と無縁であった。1985～2001年の年平均輸入量は52．1
万トンであり，最高輸入量は95年の526．4万トンであった。輸入関税割当制度下において関税率1％で
5国家統計局農村社会経済調査総隊『中国農村統計年鑑　2003』中国統計出版社　2003年　p4。
6常紅曉「弁析首次農産品逆差1中国農業部信息網www．　agri．gov．　cn　2005年3月9日
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輸入できる量は585～720万トンとなっていたが，実際の輸入状況は2002年に0．8万トン，2003年に0．1
万トンといずれも少量であった。それとは対照的に，輸出は好調であり，2002年に1，167．5万トン，2003
年に1，639．1万トンと史上最高を記録し，中国の穀物輸出総量に占める割合が75％にも達している。そ
の輸出量は国内生産量の12．5％に相当し，世界トウモロコシ貿易総量の19．4％を占めた。トウモロコシ
の好調な輸出は穀物輸出の増加を支え，2003年のトウモロコシの輸出額は17億6，646万ドルで，輸入額
はわずか6万ドルであり，貿易黒字は17億6，640万ドルに上り，穀物貿易黒字の8割を占めたのである。
　しかし，2004年に入ると，国内生産量の減少と政府輸出サポート措置の調整により，トウモロコシの
輸出量は232万トンに縮小した。2005年に入ってから，その輸出量が再び増加し始め，1～6月の半年で
493万トンの輸出を実現し，前年同時期の3倍となった。その期間の輸入量は0．04万トンで，無視でき
るほどの少量である。
　中国産トウモロコシの輸出先はアジア地域に集中しており，韓国，マレーシア，インドネシアがその
主要輸出先国である。
　2）小麦
　小麦は中国の主要輸入穀物であり，1985～2001年における年平均輸入量は758．6万トンに達し，常に
中国の輸入穀物総量の70～90％を占めてきた。年間最高輸入量は1989年の1，488万トンであった。しか
し，1997年から国内増産を背景に中国の小麦輸入が激減し，2001年には74万トンにまで縮小し，WTO
加盟後も輸入減少傾向が続いている。輸入関税割当制度においては，関税1％で輸入できる量は846．8～
936．6万トンであるが，実際の輸入量は2002年には63万トン，2003年には44．7万トンといずれも低関
税輸入枠の1割以下に止まった。
　輸入の減少と同時に小麦は輸出品目として2000年から注目されるようになった。その輸出量は2002
年に93万トン，2003年に224万トンといずれも輸入量を超え，純輸出品目となっている（表2）。2003
年の小麦輸出額は2億6501万ドルで，輸入額は7，657万ドルであり，その貿易黒宇は1億8，844万ドル
となっている。小麦のこうした変化は輸入量減少と輸出量増加の両側面において，WTO加盟後の中国穀
物貿易の純輸出基調に大きく貢献した。
　しかし，2004年に入ると，小麦の輸入が急速に増大し，年間輸入量725．8万トンとなった。輸入増加
の主要な原因は生産量の減少である。2003年の小麦生産量は8，649万トンで，前年より4．2％減産した。
それは1987年以来の低い生産量であった。輸入増と同時に輸出は鈍化し，年間輸出量は108．9万トンと
なり，前年より56．7％縮小した。2004年度における小麦の純輸入量は616．・9万トンに達し，同年の中国
穀物貿易収支全体に大きな影響を与えた。2005年になってからその輸入の勢いが鈍化し，1～6月にかけ
ての輸入は276．7万トンとなっている。
　3）米
　米は中国の伝統的な輸出品目である。米の1985～2001年の年間平均輸入量は28．　8万トンで，年間最
高輸入量は164．5万トン（1995年）であった。輸入関税割当制度実施後，低関税輸入枠は399～532万ト
ンに設定されている。実際の輸入量は，2002年に23．8万トン，2003年に25．9万トンで，割当輸入枠の
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5～6％しか満たさなかった。これに対し，この間の米の輸出は順調に拡大しており，2002年は199万ト
ン，2003年は261．7万トンといずれも輸入量をはるかに上回っていた。2004年度でも輸入は76．　6万ト
ン，輸出は90．9万トンと純輸出の大勢を保っている。2005年度前半の輸入は22．4万トンで，輸出40．9
万トンであることから，2005年度もその大勢が続けられると推測される。
　4）大麦
　中国では大麦は雑穀に属する食糧の一種である。大麦のこれまでの消費量は極めて小さく，90年代以
前は輸出入統計の対象にもならなかった。しかし，近年の健康志向及びビールの需要上昇に伴い，大麦
の需要量が増加してきている。そのため，大麦の輸入量は2002年に191万トン，2003年に136万トンと
それらの年の最大穀物輸入品目となっている。2003年の輸入金額は2億6，831万ドルに及んだのに対し，
輸出金額はわずか73万ドルで貿易赤字は2億6，758万ドルである。また2004年の輸入量は170．7万ト
ンとなり，前年度より25．　3％増加した。近年，大麦は小麦に代わって常に純輸入品目となっている。
　5）大豆
　大豆は，輸入関税割当制度実施品目ではないが，中国の食糧定義に含まれており，近年の貿易には目
を引く変動が生じているため，ここでその概略に言及しておく。
　表3に示されているように，大豆は2000年から輸入が急増してきた。大豆輸入がWTO加盟前から急
増し始めた理由は，大豆貿易の自由化が他より一歩先に実施されたからである。1999年米中間で合意し
た「中国のWTO加盟に関する米中協議」により，中国は2000年に大豆について3％の関税率での輸入
自由化に踏み切った。その結果，その年からそれまで400万トンが最高だった輸入量は一気に1，000万
トンに跳ね上がり，2003年にはついに2，000万トンを突破して2，074万トンの史上最高輸入量を記録し
た。それは国内生産量の1，539万トンを遥かに超えている。また，金額ベースで見れば，輸出額は9，903
万ドルで，輸入額は54億1，688万ドルであり，貿易赤字は53億1785万ドルに達している。なお，2004
年の輸入量は2，023万トンであり，前年度と比べ2．5％の減少となっている。
表3　中国における大豆の輸出入量
（単位：万トン）
1995年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
生産量 1，350 1，541 1，541 1，651 1，539 1，805
輸　　出 38 21 26 31 30 35
輸　　入 30 1，042 1，394 1，132 2，074 2，023
出典　中国農業部「農業及農村基本情況」http／／www．　agri．　gov．　cn
注　①大豆粉を含む。
　大豆輸入の急増要因は次のようである。
　第1は，WTO加盟による影響である。これまで管理貿易であった大豆輸入が自由化されると，それま
で満足に原料を得られなかった搾油業者や加工業者は輸入拡大を通じて適した大豆を手に入れることが
できるようになった。これはそれら業者の生産意欲を刺激し，生産拡大はさらに輸入増加に拍車をかけ
るという相互促進効果が生じているのである。ここ数年，大豆搾油工場や加工工場が急速に各地で建設
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されており，2004年の全国大豆加工能力は約7，500万トンと見られている7。しかし，実際の年間総加工
量は3，000～4，000万トンに止まっており，稼働率は40％強にすぎない。こうした過剰投資は多くの中小
搾油企業を操業停止や倒産の窮地に追い込んでいる。
　第2は，大豆に対する他の需要が急速に増加したことである。すなわち，畜産業の発展に伴って大豆
粕への需要が急増してきたことが挙げられる。そこで政府はその輸入を抑制するために，1999年から輸
入大豆粕に13％の増値税を課すことで，輸入に頼っていた一部の大豆粕の需要を国内市場に転じさせた
が，それがまた大豆搾油業者の生産拡大に繋がって大豆輸入増加の促進要因となったのである。
　第3は，国内の生産不振である。中国の大豆年間生産量は，80年代まではおおよそ1，000万トン前後
であった。しかし，90年代前半に生産量が増加したものの，1995年の1，600万トンをピークに伸び悩む
傾向に陥ってしまった。こうした生産低迷は競合品目であるトウモロコシとの収益アンバランスによる
ものと考えられる。中国では，大豆とトウモロコシの主産地は同じく東北地域にあり，トウモロコシと
比べれば，大豆の単収が低く，生産コストが高い。そのため，大豆の価格がトウモロコシの2．5倍にな
らなければ，農家は大豆を生産せずにトウモロコシを生産しようとするのである。しかし，近年の市場
価格を見ると，トウモロコシ価格を1とすれば，大豆の価格は2001年に1．8で，2002年に2．0で，2003
年に2．4と徐々に大豆生産者に有利に傾いてきたものの，なおトウモロコシ生産者と対等な利益を得ら
れる水準には達していない。加えて，大量の輸入大豆の存在も大豆価格を抑制する要因となっている。
　第4は，国内産大豆は搾油原料に適しないことである。一般的にいえぱ，中国産大豆は含油率が低く，
搾油に適しない欠点を持っている。したがって，南部沿岸地域に立地している搾油工場は含油率の低く，
輸送コストの高い東北産大豆を原料にせず，好んで外国産を使うものが多い。
　以上の理由から，1，000万トン以上の大豆輸入が今後も続くと見られている。
　総じていえば，輸入関税割当て制度を実施してから，懸念されていた輸入急増は発生せず，2002年，
2003年の2年間，逆に輸入量の減少と輸出量の急増により，1，000万トン以上の輸出超過が続いた。ま
た中国は，2004年に穀物純輸入国に転じたとはいえ，その輸入量は年間国民総消費量の2％に過ぎず，
輸入関税割当制度における低関税輸入枠（2188．6万トン）の半分以下（40．9％）に止まり，国内生産部
門に衝撃を与えるほどのものではなかった。
　2．　純輸出基調の穀物貿易における背景要因（2002～2003年）
　1）供給過剰と大量在庫の存在
　中国の食糧生産は1995年から豊作が続き，供給過剰の段階に入った。そのため，1996年から食糧の市
場価格が25～40％下落し続けてきた8。そこで政府は1997年から保護価格で食糧の無制限買付けを実施
し，その結果，食糧在庫が莫大に膨らんできている。その過大な在庫を削減するために，2001年から国
家備蓄糧食管理総公司（その前身は国家糧食備蓄局）をはじめ各地方政府も備蓄穀物の入れ替えととも
7中華糧網「我国大豆加工能力傍処拡張階段」中国農業部信息網www．　agri．　gov．　cn　200
　年9月6日。
8農業部農村経済研究中心『中国農村研究報告2003』中国財政経済出版社　2004年　p141
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に繰越在庫穀物の競売を積極的に行ってきた。その例として，2001年10月末から11月初めにかけて政
府は鄭州と大連の2っの卸売市場で繰越在庫穀物の競売を行い，それぞれ127万トン，134万トンを売出
した。また，2003年8月だけを見ても，重慶市で39万トン，吉林省で105万トン，安徽省で63万トン，
杭州市で2，005トンとさまざまな地方で繰越在庫競売会は開催している9。売り出された在庫穀物は長期
間在庫のため，食用ではなく，飼料用の穀物として利用されている。他方，安くかつ大量に市場に投じ
られた在庫穀物は，輸出促進に大きな効果をもたらしたものの，低品質，低価格の在庫穀物を大量に輸
出したために，中国の食糧輸出入の数量ベースと金額ベースを大きく乖離させた原因にもなっている。
例えば，2002年の小麦輸出入数量ベースでは輸出は輸入を8．　3万トン上回っているが，金額ベースでは
輸入は輸出より3，261万ドル多くなっている。平均単価を取ってみると，輸出はトン当たり102ドルで
あり，輸入は170ドルとなっている。輸入価格には輸送や保険などの費用が含まれることを考慮しても，
その差は明らかである。
　2）国内外価格の変化
　中国の食糧国内価格は，1950年代から1990年代初めまでの間，政府の行政管理により低く抑えられた
ため，国際価格との比較では，価格競争力があった。しかし，食糧流通自由化に向けての改革に伴い，
1994年を境に国内外価格が逆転し，中国国内の食糧価格は国際価格を上回るような事態が生じた。それ
がWTO加盟後の中国食糧生産悲観論の主な根拠となったのである。しかし実際には，1997年から中国
国内の穀物価格は下落し続け，2002年に入ってもその下落は止まらなかった。2002年における米，小麦，
トウモロコシの年間平均価格は前の年と比べれば，それぞれ一4％，－3．5％，－4．8％となっている1°。
　反対に，2002年に入ると世界的な天候不順によって食糧主要生産国がほぼ減産し，在庫量も減少した
一例えば，2002年10月～2003年9月の国際食糧市場年度では，世界のトウモロコシ在庫量は1億トン
に縮小し，前年度比22．7％減少した一ので，在庫量の消費量に対する比率は15．9％に低下しn，国連の
安全ライン17％を下回ってしまった。それゆえ，国際市場では小麦，トウモロコシ，米及び大豆の国際
価格はそろって上昇したのである（表4）。
　それに加えて，原油価格も急騰しており，輸送コストを押し上げる要因となっている。こうした価格
の変化において中国産穀物は価格競争力を強め，大量輸出を実現したのである。
　3）政府の輸出促進策
　WTO加盟後，輸出補助金の政府支出が禁じられたが，中国政府は他の面で食糧輸出促進策を講じてい
る。例えば，輸出用トウモロコシを鉄道で運搬する際に，鉄道建設基金の納付を免除する，輸出する際
に徴収された輸出増値税を還付するなどである。また，運送能力が不足している状況下にある場合，政
府の指示で輸出トウモロコシが優先的に運搬されるようになっている。主産地の地方政府も積極的に在
庫を減らし，輸出の拡大に力を入れた。
9　http：／／jp．　fQodchina．　com／jpnfrontend／viewcontent　2004年5月12日。
1°?綜ﾐ会科学院農村発展研究所、国家統計局農村社会経済調査総隊　前掲書　p4。
11_業部農村経済研究中心　前掲書　p263。
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表4　中国における主要食糧品目の国際価格と国内価格の比較
（単位：元／キロ）
小　　　麦 トウモロコシ
年　　次
国際価格 国内価格 ＊価格差％ 国際価格 国内価格 ＊価格差％
2001 0．89 1．11 24．7 0．74 1．13 52．7
2002 1．08 1．06 一1．8 0．82 1．02 24．4
2003 1．18 1．13 一4．2 0．89 1．10 23．6
年次
米 大　　豆
国際価格 国内価格 ＊価格差％ 国際価格 国内価格 ＊価格差％
2001 1．27 1．54 21．3 1．50 2．07 38．0
2002 1．46 1．48 1．4 1．67 2．11 26．3
2003 1．52 1．57 3．3 2．04 2．65 29．9
資料　2001～2002年の数字は『2002～2003：中国農村経済形勢分析与予測』，（社会科学文献出版社，2003年）に
　　　よる。2003年の数字は中国農業部，国家糧食局，鄭州糧食卸市場，米国小麦協会，米国大豆協会，米国穀
　　物協会の統計資料に基づいて算出。
出典　中国社会科学院農村発展研究所，国家統計局農村社会経済調査総隊『2003～2004年：中国農村経済形勢分
　　析与予測』（社会科学文献出版社，2004年）。
　4）優良品種の普及などによる輸入代替効果
　近年，食糧全体は供給過剰であるが，良質穀物にかぎっては供給不足の傾向が続いている。小麦を例
にとって見ると，生産量の増加と1人当たりの消費量の減少（80年代200キログラム，90年代の165キ
ログラム）により，在庫が膨張し，供給過剰の状態が続いている。しかし，所得の向上に伴い，市民の
生活習慣に変化が生じ，パンなどの西洋風食品の消費が増え，それに適する優良小麦の需要も増加して
いる。優良小麦には硬質小麦と強力小麦が含まれ，練り粉の安定性，伸長度及びたんぱく質の含有量に
おいて優良小麦は普通の小麦より優れている。国内産は生産量にも品質にも不足が存在しているので、
多くの製粉工場は，価格が多少高くてもアメリカ産硬質赤小麦を好むようである12。また，トウモロコシ
の場合も同様で，アメリカ産は栄養分の含有量，純度及び外観・光沢等すべてが，国産と比べて優れて
いる13，とのことである。
　品質改善を図るため，1999年11月に農業部，国家糧食備蓄局及び国家質量技術監督局（品質技術の管
理機関）は共同で米，小麦，トウモロコシ等の8品目における新しい食糧品質基準を公布した。2000年
から東北産春小麦，南方産インディカ早稲，南方産トウモロコシなどの市場ニーズに合わない低品質品
種を保護価格政府買付けの対象から外し，生産縮小を図った。それと同時に優良品種とりわけ国際市場
のニーズを意識した優良品種の生産拡大を精力的に推進した。2001年の小麦作付面積が減少する中，良
量2ﾘ一軍「2003年小麦供求形勢分析及2004年展望」中国農業部信息網　www．　agri．　gov．　cn2004年1月9日。
13K向勇，辛賢等『中国主要農産品市場分析』中国農業出版社　2001年12月　p191。
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質小麦の作付面積が着実に拡大していた。中国国家糧油信息中心（国家食糧食油情報センター）の調査
によると，2001年の段階で全国の良質小麦の作付面積は，391．6万ヘクタールで，前年比18．6％増とな
り，2003年にはさらに826．7万ヘクタールに拡大し，小麦作付け総面積の38．o％を占めるようになった。
良質小麦の生産地は山東，河南，安徽，江蘇及び河北の5省に集中しており，全国良質小麦の生産量の
82，3％を占めている14。
　3．2004年おける輸入拡大の要因
　その背景要因として次の3点が挙げられる。
　第1は，1998～2003年の5年間，食糧生産量が減少し続けたことである。2003年の食糧生産量は4億
3，070万トンと13年ぶりの低い生産量であった。市場関係者は食糧の需給関係が供給過剰から供給不足
に変わると見込んで，輸入量を増加したのである。
　第2は，これまで輸出を支えてきた過剰在庫が2003年にほぼ処分し切られ，備蓄在庫の年度消費量に
占める割合は30％弱に減少してt5，1974年以来の最低水準となり，過去30年の平均水準59．4％を遥かに
下回ったことである。
　そして第3は，上述の要因を背景に，政府関係者や学者の間に根強く存在している食糧安全保障に対
する慎重論が台頭し，主流となったことである。その結果，国家備蓄用穀物の輸入が増え，2004年の穀
物輸入の大半を占めるようになった。また政府が意図的に輸入を促進しようとした。その証拠は，2004
年1月に国家発展改革委員会等の政府機関が輸入小麦の増値税免除を決定し，その免除の実行期間を半
年から1年以上延長したことに見いだせる。実際には，2004年の食糧生産量は4億6，945万トンに達し，
政府の年初予測の4億5，500万トンを超え，前年度より9％の増産となった。こうした政府の判断に対し，
誤っており，食糧安全保障問題を誇張して見ていた，過大な輸入は市場価格を抑制し，農家の収入に悪
影響を与えている，と批判の声が上がっている16。
三　食糧生産量の維持，拡大
　1．中国の食糧生産力に対する見方
　周知のように，中国の食糧生産能力に対しては，悲観論と楽観論がある。1994年に発表されたレスタ
ー・ uラウンの「誰が中国を養うか」が悲観論の代表作といえよう。それを反論する形で多くの中国の
学者は中国が95％以上の自給率を維持できるという楽観的な研究成果を発表した。そしてその直後の
1995年から中国の食糧生産が増産し，97年からは穀物の価格下落，在庫過剰，輸入減少と輸出増加など，
生産過剰を物語る現象が顕著になった。その結果，一時期世界を騒がせた中国食糧危機論もメディアか
ら消えた。しかし，1999年から2003年まで，中国の食糧生産量は5年連続減少したことを受けて（表5），
i4ﾘ一軍前掲文。
15驫?пu中国食糧供需平衡分析」　『農業経済問題』www．　agri．　gov．　cn　2005年2月2日。
16寘g曉前掲文。
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2003年後半から2004年にかけて，中国国内の一部の学者や政府関係者が，それが中国の食料供給力の減
退だと見倣し，また国際的にレスター・ブラウンの危機論が再燃し，食糧安全保障上の大問題と見なさ
れた。しかし，筆者は，この5年間の減産は食糧供給力の減退によるものではなく，市場の需給関係に
見合った生産調整であると見ている。勿論，減産の要因を追求すれば，耕地面積の減少，水不足，農業
施設の不足・老朽化，自然災害など，さまざま挙げられるであろう。しかし，もっとも直接的に農家の
生産意欲に影響を及ぼしたのは，1997年以降の生産過剰，在庫増大による価格下落に他ならないと考え
ている。果たしてこの5年間の減産主要因は，供給能力の減退か，それとも生産過剰に対する調整か，
分析しよう。
表5　中国の食糧生産量の推移（1995～2004年）
（単位：万トン）
年　次
食　糧 穀　物 豆　類 イモ類
米（籾） 小麦
トウモ　　　、ロコン！
雑　穀 大　豆
1998 5123045625198711097313295 2001 1515 3604
1999 5083945304198491138812809 1894 1425 3641
2000 462184052218791 9964 10600 1168 2010 1541 3685
2001 452643964817758 9387 11409 1094 2053 1541 3563
2002 4570639799174549029 12131 1185 2241 1651 3666
2003 430703743716066 8649 11583 1539 3513
2004 469454070018100 9100 12600 1805
出典　中国農業部「農業及農村基本情況」http〃㎜．　agri．gov．　cn
　　2004年の数字は「国内糧食市場2004年回顧及2005年展望」『糧油市場報』
　　2004年12月28日による。
　1）食糧価格の変動：通常は食糧減産による供給不足の場合，食糧価格が上昇するのであるがしかし，
減産した5年間に食糧価格は低迷し続けており，農家食糧平均販売価格（米，小麦，トウモロコシの平
均）は，1995年の1．50元／キロから2000年に1．00元／キロを破り，2002年にはさらにO．・96元／キロ
に下落した。そして2003年のさらなる減産とほぼ完了した在庫処理によって価格は2003年9月からよ
うやく低迷から脱出しはじめ，2003年の農家食糧平均販売価格は1．13元／キロとなり，2002年より15％
増となった。そして2004年には価格は1．50元／キロに上昇したとはいえ，それは1995年，1996年の価
格水準に戻っただけで，ここ10年間食糧価格は終始低いレベルで推移しているといえよう。
　価格の低迷は農家収益を圧迫し，食糧の単位面積当たりの農家純収益（物的投入を除いた生産額）は
1995年以降急速に低下した。1995年では1ヘクタール当たりの純収益は5，700元であったが，2000年に
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は2，900元にと約半減した。農家はその結果を受けて，生産量を減少させた。それは市場に対する当然
な反応である。したがって，減産は，生産する能力がないわけではなく，生産能力があっても生産意欲
がない結果なのである。また，政府も生産過剰を是正するために，退耕還草（牧畜地域で一部耕地に変
えた草原を再び草原に戻す），退耕還林（耕地に変えた傾斜地を林地に戻す）などの政策を実施し，その
減産に拍車をかけたのである。
　2）輸出入の動向：供給能力が不足であれば，輸入増加と輸出減少が起こるはずであるが，食糧減産し
たその5年間，中国は大量の食糧輸出を行い，輸入が縮小し、常に純輸出国となっていた。
　上述の理由から，過去5年間の食糧減産は市場需給に見合った正常な生産調整であったと考えられる。
　2003年にこうした生産調整がほぼ完了し，市場価格の上昇とともに2004年度の食糧生産量は4億6，
945万トンと前年度より9％の増産となった。今後いかにして農家の生産意欲を刺激し，食糧増産につな
げるかが大きな課題となるであろう。
　2．食糧生産の促進策
　中国政府は土地ごとの年間総生産量に基づき8．4％の農業税を徴収してきた。食糧生産農家の税金負担
を軽減し，食糧生産収益を高め，農民の生産意欲を維持するために，中国政府は2004年からの5年間で
農業税を廃止する政策を打ち出した。その他に，直接に食糧生産農家に合計120億元余りの補助金を，
13の食糧主産省において水稲，小麦，トウモロコシ及び大豆の優良品種を使用する農家に合計10億元余
りの助成金を，60の食糧主産県において大型農機具を購入する農家に補助金として合計4，000万元を給
付した。また、化学肥料の価格安定を図るために化学肥料メーカに補助金10億元を供与した。さらに食
糧の優良化・産業化プロジェクトに30億元の資金を調達した。このように中国政府は2004年に農業支
援，農家援助，食糧生産奨励という方針を全面的強力に推進した［7。
　国家統計局が中国31省に住む6万8，000戸の農村家庭を対象に実施した調査によると，2004年の農家
1人当たりの純収入は2，936元に達し（物価変動の影響を除く），前年より314元（12．・0％）増となった。
そのうち，農業純収入の増加率は20％で，国家補助金等を含む移転収入の増加率は19．3％と，出稼ぎ収
入増加率の14．9％よりも高く，政府のバックアップは農家の増収に大きく寄与したのである亘8。
　2005年に入ってからは農業税の全額免除を実施する省は22になり，政府の5年以内農業税廃止計画は
大幅に繰り上げて実現する見込みである19。
　また，90年代から注目されてきた農民負担の過重問題も，2004年に顕著な進展が見られ，農家1人当
たりに徴収される税金・雑費は2003年の68元から38元に44．3％も減少し，それら負担額の純収入に占
める割合は2003年度の2．6％から1．3％に縮小した2°。
　総じていえば，中国の2005年の1人当たりGDPは1400ドルに達し，農業と非農業は生産高べ一スで
17驫?яO掲文。
18痩ﾆ統計局「2004年我国農民人均純収入実現較快増長」㎜．agri．gov．　cn　2005年2月5日。
19渠@江「中国農業進入無税時代」『瞭望』www．　agri．　gov．　cn　2005年2月3日。
2°?綜ﾐ会科学院農村発展研究所、国家統計局　前掲文。
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見る比率は14：86であり，就業者数ベースでは50：50となり，都市化率は40％に到達する2tと予測され
ている。これらの指標から中国は現在工業化の中期段階22に入ったと判断できる。それゆえ，2005年から
中央政府をはじめ各地方政府も「以工促農，以城帯郷，反哺農業，回報農民」（工業をもって農業を促進
し，都市をもって農村を向上させ，農業に恩返しし，農民に報いる）というスローガンを掲げている。
2004年度の中国政府の財政収入は2兆6，000億元であり，先進国のように農業を全面的にバックアップ
することができないが，農業，農民から財源を吸い上げることを止め，徐々に支持を強めていくことの
できる段階に入ってきている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（おう　らくへい）
21?藻_業部「中国農業信息網」…．agri．　gov。　cn　2005年2月25日。
22工業化中期段階の特徴としては、国民経済の主導産業は農業から非農業部門へ移転し、農業は工業化のために財源を
提供する立場からほかの部門から補助金をもらう立場に変わる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－101一
